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（調査の目的） 

本調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするもので

はなく、学校の設置者及び学校が、今回の事案に至った事実関係を整理し、対象児童生徒の

支援につなげることと、今後の再発防止に活かすことを目的とする。 

 

 

１ 対象生徒  高槻市立○○中学校  ○年○組 ○○ （以下、A） 

       （〇〇○○○○○○○中学校） 

 

２ 関係生徒  高槻市立○○中学校  ○年○組 ○○ （以下、B） 

         

３ 対象生徒の欠席日数  

 4 月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 合計 

欠席 ０ ０ ０ ０ ０ １ １２ １０ ２３ 

 

 

 

 

４ 調査の概要 

（調査期間） 令和６年１１月１８日（月）～ 令和７年２月１９日（水） 

（調査主体）  高槻市教育委員会に設置している「学校問題解決チーム」 

（構成）    指導主事、学校教育専門員、スクールソーシャルワーカー 

        また、外部の専門家（弁護士、臨床心理士、警察官 OB）に依頼し、聞き

取り調査にあたっての助言、学校問題解決チームが収集した情報の分析

を行う。 

（調査方法）  ・高槻市立○○中学校いじめ不登校対策委員会（構成：校長、教頭、首席、

生徒指導主事、学年主任、学年生徒指導担当教員、当該学級担任、特別支

援教育コーディネーター、養護教諭、スクールカウンセラー等）から、こ

れまでに提出された報告書等の確認 

・生徒に実施した生活アンケートや聞き取り用紙等の確認 

・関係教職員への聞き取り 

  

※ ○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○ 
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５ 調査対象となった事実について 

「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イ

ンターネットを通じて行われるものも含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が

心身の苦痛を感じているものをいう。」（「いじめ防止対策推進法」第２条） 

この定義を踏まえ、以下に示すＡに対するＢの行為について、Ａが心身の苦痛を感じてい

ることから、いじめと認定する。また、これらのいじめにおいて、A から B に対して、多額

の金銭の受け渡しがあった。   

高槻市教育委員会は、いじめをきっかけとし、A の生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認められることから、いじめ防止対策推進法第２８条第１項第１号の「い

じめ重大事態」に該当すると判断した。 

 

 

【いじめにあたると判断した事実】 

 

 令和６年１０月３日（木）の放課後、A の同級生から担任に対して「○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○」という旨の訴えがあった。その後、

すぐに学年教員間で情報共有を行い、生徒指導主事へ報告を行った。 

 翌日１０月４日（金）の始業時間前に、緊急で校内いじめ不登校対策委員会を開催し、生

徒への聞き取りや指導方針について確認を行った。 

 Ａ、Ｂ、またその他の生徒からの聞き取りの結果、以下の４点について、事実が確認でき

た。 

 

① 令和６年８月末に、SNS を通じて、Ａは、B から 5,000 円を持ってくるよう要求され、

また、ＢがＡに対して要求した SNS の内容と履歴を削除することと、削除したことが確

認できるよう SNS のスクリーンショットを送信することを要求された。 

  翌日の放課後に、学校の南校舎１階西階段付近で、5,000 円を A からＢへ手渡した。 

→ B の行為は、A に対して心理的な影響を与えたものであり、A が心身の苦痛を感じてい

ることからいじめと認定する。 

 

② 令和６年９月の１週目に、SNS を通じて、Ａは、B から 50,000 円を持ってくるよう要

求され、また、ＢがＡに対して要求した SNS の内容と履歴を削除することと、削除した

ことが確認できるよう SNS のスクリーンショットを送信することを要求された。 

  翌日の放課後に、学校の南校舎１階西階段付近で、50,000 円を A からＢへ手渡した。 

→ B の行為は、A に対して心理的な影響を与えたものであり、A が心身の苦痛を感じてい

ることからいじめと認定する。 
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③ 令和６年９月の２週目に、SNS を通じて、Ａは、B から 10,000 円を持ってくるよう要

求され、また、ＢがＡに対して要求した SNS の内容と履歴を削除することと、削除した

ことが確認できるよう SNS のスクリーンショットを送信することを要求された。 

  場所についてはＡとＢの認識が違うものの、翌日の放課後に、10,000 円を A からＢへ

手渡した。（金銭授受の場所は、A は「○○○○○」、B は「○○○○○○○○○○○○○」

と証言している。） 

→ 金銭授受の場所について A と B の認識に齟齬があるものの、B の行為は、A に対して

心理的な影響を与えたものであり、A が心身の苦痛を感じていることからいじめと認定

する。 

 

④ 令和６年１０月２日（水）の休み時間に、教室で、Ａは、B から「○○○○○○○○」

と言われた。 

  翌日の朝に、教室で、A は、B からお金を持ってきたかを確認され、放課後に、学校の

南校舎１階西階段付近で、5,000 円を A からＢへ手渡した。 

→ B の行為は、A に対して心理的な影響を与えたものであり、A が心身の苦痛を感じてい

ることからいじめと認定する。 

 

 

※ 上記①～④の事実については、A と B 双方の証言が一致したものを記載しているが、A

は「○○○○○○○○○○○○○」、B は「○○○○○○○○○○○○○○」と記憶して

おり、A と B の授受した総額についての認識には齟齬があった。 

そのため、学校では A と B に複数回、確認を行ったが、A と B の認識は一致しなかっ

た。 
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６ 本事案における学校の対応の課題点について 

 

（１）特別活動や道徳科を要としたいじめの未然防止の取組について 

   当該中学校においては、これまでも特別活動や道徳科の授業を通して、相手を思いや

り、他者との良好な人間関係の形成に向けた指導の充実を図ってきた。しかし、本事案

を通して、物やお金に対する価値観の未熟さ、他者への共感力の欠如、そして道徳的な

判断力や責任感の不足などの課題が見られたことから、特別活動や道徳科を要とした

教育活動全体で、いじめの未然防止に向けた取組のさらなる充実を図る必要がある。 

 

 

（２）小中学校間の連携について 

A と B は同じ小学校出身であることから、本事案が生起した背景にある A と B の関

係性を理解し、より関係生徒の課題に迫る指導や支援につなげるためにも、事案生起後

に、連携型小中一貫教育の枠組みの中で情報共有を密に行い、必要に応じて対策会議に

小学校教職員が参加をするなど、小中学校が連携した生徒指導体制の充実に努める必

要がある。 
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７ 再発防止に向けた学校の取組について 

 

（１）本事案から見えてきた課題を踏まえた道徳教育や情報モラル教育、人権教育等の充実

について 

 

① 異なる価値観や考え方を尊重し、相手の立場や気持ちに対して配慮することや、法

を遵守する態度を育むため、道徳科の内容項目「相互理解、寛容」、「遵法精神、公徳

心」を次年度の重点項目に位置づけ、小中学校９年間を見通した発達段階に応じた道

徳教育における指導計画を策定し、道徳科の授業だけでなく学校教育活動全体で推進

する。 

 

② 例年実施している犯罪非行防止教室について、事前に警察と学校が本事案に係る課

題意識を十分に共有し、生徒間による金銭の受け渡しが重大な事態に発展することの

危険性や、お金の価値観を正しく理解すること等を踏まえた指導内容を計画する。 

  また、各家庭で SNS やインターネットの使い方等について考える機会を設けられ

るよう、情報モラル教室においては、講演内容を、生徒だけでなく保護者の視聴もで

きるようオンデマンドでの配信を計画し、確実に実施する。 

 

③ 生徒の発達段階に即した人間関係形成に向けた指導や、学級活動の充実を図るため、

人権教育を基盤とした特別活動が展開できるよう、年間指導計画や学習内容の見直し

を行う。 

 

 

（２）小中学校間の連携について 

  ① 学校においては、表出する問題行動だけではなく、心理面・学習面・社会面・健

康面・家庭面など、多面的・多角的に生徒の理解が進むように、学習指導や生徒指

導等において個々の生徒に応じた指導や支援等について、小中学校間での更なる連

携を図る。 

  

② 小中学校間での連携を強化し、集団の課題等を共有した上で、発達段階に応じた

系統的な指導の充実を図る。 
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８ 教育委員会の見解 

 

本事案における当該の学校の対応を振り返ると、いじめ防止対策推進法に示される「いじ

めに対する措置」に基づき、当該の学校では、関係教職員らが事案と向き合い、当該生徒の

健全な心身の成長を図ることを目的とした指導を行ってきたものと考える。 

いじめに関する相談があった際には、学校は、関係生徒のプライバシーに配慮しつつ、事

実関係を迅速かつ丁寧に調査し、複数の教職員が連携して、関係者への聞き取り調査や状況

証拠の収集を行い、客観的な事実を明らかにするなど、初期対応における最も重要な事実の

固定に注力していた。 

また、被害生徒に対しては、心理的なケアを徹底し、学校生活への適応について支援を行

うとともに、安全な学習環境を確保するため、いじめを行った生徒との接触を避け、安心し

て学校生活を送れるよう配慮するとともに、保護者とも連携し、家庭での支援についても相

談を行った。 

また、いじめを行った生徒に対しては、その背景にある要因を深く分析し、保護者と連携

し個別指導を行うとともに、保護者同席のもと校長から当該生徒に対する厳重注意の場を

設けることで、行った行為が周囲の人々に与えた影響の大きさを認識させ、その行為の重大

性を理解させることに努めた。 

その後も、当該の両保護者と、本事案に関する情報を定期的に共有し、学校と家庭が連携

して生徒の指導と支援に取り組んできた。 

 

学校という集団生活の場においては、生徒間の人間関係におけるトラブルは必然的に生

起するものである。しかし、こういったトラブルが生起した際に、発達段階に応じて、教職

員が適切に介入し、生徒が社会において自立的に生きる基礎を培うための力を育むことが

学校の役割である。 

当該の学校では、本事案においても、教職員がその役割を十分に認識し対応してきたが、

こうした指導を通して明らかになった生徒の課題について、学校として取り組むべきこと

は何かを考え、学校教育活動のさらなる充実を図ることが、生徒の内面的な成長や、教職員

一人一人の生徒指導に係る専門性の向上につながるものと考える。 

そのため、教育委員会としても、今回学校が示した再発防止に向けた取組について、どの

ような効果が表れているのか検証する機会を設け、実効性のある取組になるよう、指導を徹

底するとともに、当該の学校だけでなく、本市全小中学校において、いじめ防止の取組を徹

底していく。 


